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(3)研究事業の有効性 

 「子ども・子育て応援プラン」や「健やか親子２１」を推進するための行政施策に有効な

研究を推進するために全国の小児科・産科・周産期施設からなる多施設共同研究等が各研究

課題ごとに実施されており、母子保健医療及び小児疾患に関する幅広い全国的情報・データ

が収集されており、これら知識を集約した上で関連領域の研究を効率的に進めている。 

 

(4)その他 

 子どもを取り巻く社会、家庭環境の変化により、子ども家庭総合研究事業において取り組

むべき課題が急激に変化し、多様化しているため、多様なニーズへの対応が求められている。

これまで、本研究事業では、小児の難治性疾患に関する遺伝子情報解析等の基盤的研究、母

子保健に関する社会医学的研究など広範な研究課題にバランス良く取り組んできたところ

であるが、研究目的を明確にしつつ、重点化を図るため、研究事業の大幅な見直しが必要で

ある 

 

３．総合評価 
子どもを取り巻く社会、家庭環境の変化により、取り組むべき課題も急激に変化し、多様

化している中、子ども家庭総合研究事業においては、「子ども・子育て応援プラン」や「健

やか親子２１」などに基づく次世代育成支援の推進をはじめとして、今日の行政課題の解決

及び新規施策の企画・推進に資する計画的な課題設定が行われてきている。 

具体的には、周産期医療体制の充実、子どもの先天性疾患・難治性疾患の克服、子どもの

心の診療体制の充実、児童虐待への対応、多様な子育て支援の推進など、多様な社会的課題

や新たなニーズに対応する研究を行い、母子保健行政の推進に大きく貢献しており、子ども

家庭総合研究事業で得られた研究成果は行政施策の充実のために不可欠なものとなってい

る。子ども家庭総合研究を発展させる本研究事業は、「子どもが健康に育つ社会、子どもを

生み、育てることに喜びを感じることができる社会」の実現のための重要な基盤研究であり、

今後も事業の強化・充実を図っていく必要がある。 

 

４．参考（概要図） 

組 替

○母子保健、児童家庭福祉に関する広範なテーマの研究を推進

○多数の研究課題を採択し、研究で得られた科学的知見は、行政施策に反映さ
れるとともに、臨床現場にも還元されるなどの効果が得られてきた

○しかし、 １課題ごとの研究費の額は小さく、また、研究課題間の連携が十分で
ない、成果が見えにくい研究課題があり戦略性に欠けている面があった

これまでの「子ども家庭総合研究事業」（平成１０～２１年度）

成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業（仮称）
（平成２２年度～）

 


